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研究成果の応用可能性

関連文献／特許

　新たなリスクコミュニケーション手法が開発され、遺伝子組
換え作物に対する社会的受容が喚起された場合、消費者の購
買行動に変化が生じることが考えられる。また最先端の医療
技術や新興感染症といった未知の事象に対しても応用が可能
である。

食品の安全に関する 
リスクコミュニケーション手法の開発

リスクコミュニケーション、遺伝子組換え作物、
食品購入意欲額（WTP）

今村 知明 Tomoaki　Imamura 公衆衛生学／教授

近年、大規模食中毒事件、放射性物質汚染による風評被害
といった食品の安全性に対する国民の不安が増大するよう
な事件・事故が頻出している。福島県産農作物のように消費
者による一時的な買い控えが見られた後、徐々に受容される
ようになった食品がある一方で、遺伝子組換え作物のように
一向に社会的受容が認められない食品も存在する。本研究
では、食品の安全性について消費者の意識を把握し、食品間
の受容度合を比較するこ
とで、消費者に受容され
ない食品の特徴を明らか
にする。その上でこうし
た食品に対するリスクコ
ミュニケーション手法の
開発を行っている。
具体的には
１）食品に関するリスクコミュニケーション手法の開発
２）�メディアによる報道の動向を定量的かつ定性的に把握す

る手法の開発
３）�Webアンケートによる消費者の意識及び食品購入意欲

額（WTP）を把握する手法の開発
などをスキルとして有している。

今村知明『食品不信社会 
－なぜ企業はリスクコミュニ
ケーションに失敗するのか』

（中央法規出版）2008 Oct. 
他

福島第一原子力発電所事
故における地域住民への情
報伝達及び信頼回復など、
自治体運営や企業活動のあ
らゆる場面でリスクコミュ
ニケーション手法は応用が
可能です。
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